
 

（コラム）日豪円滑化協定の概要について 

 

２０２２年１月６日、岸田文雄内閣総理大臣はオーストラリアのモリソン首

相とオンライン形式で、自衛隊とオーストラリア軍が円滑に活動を行うための

「日豪円滑化協定」の署名式を行った1。 

「日豪円滑化協定」は、自衛隊とオーストラリア軍が、互いの国に部隊を派

遣して共同訓練や災害対応を行う際の法的地位や手続などをあらかじめ取り決

めておくものである2。円滑化協定の署名に先立ち、モリソン首相は本協定を「高

いレベルの日豪防衛協力に、新たな章を切り開くもの」と述べるなど、日豪交

流における歴史上の転機を示すものと評価している3。 

本コラムにおいては、日豪の戦略・安全保障関係の「新たな章」とされる「日

豪円滑化協定」の概要について紹介したい。 

まず、「日豪円滑化協定」の概要を述べる前に、同じ「円滑化」という言葉が

用いられている「米軍行動円滑化法」について整理してみたい。 

２００４年６月に成立、公布された「米軍行動円滑化法」は、正式には「武

力攻撃事態等におけるアメリカ合衆国の軍隊の行動に伴い我が国が実施する措

置に関する法律」といい、いわゆる「有事法制」７法案中の個別法の一つであ

る4。 

「米軍行動円滑化法」は、武力攻撃予測事態及び武力攻撃事態において、自

衛隊と共同作戦を実施する米軍が日本国内で作戦行動を行う際に、自衛隊と同

様の措置をとることができるよう保証を与えるものである。従って、「米軍行動

円滑化法」の性格は、有事における同盟関係の実効性を担保する国内法と整理

することができよう。 

これに対し、同じ「円滑化」という言葉が用いられているものの、「日豪円滑

化協定」は「米軍行動円滑化法」とは大きく異なる性格を有する。 

「日豪円滑化協定」は、「米軍活動円滑化法」のような国内法ではなく、日豪

２国間の国際協定である。日豪関係は、日米間のように同盟関係にあるわけで

はない。従って、同盟関係を前提とした有事を対象とするものではなく、共同

訓練や災害対応などにおける協力活動の円滑化を目的としている。このため、
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その性格は、有事を対象としない戦略・安全保障関係の日豪２国間協定と言っ

てよいだろう。 

「日豪円滑化協定」は、①共同訓練や災害対応などで相手国に一時滞在する

際の出入国時のビザの取得や審査の免除、②訓練等で使用する車両や資材の取

得・利用時の課税の免除、③武器弾薬の持込手続きの簡素化の３点が主な柱と

なっており、自国の運転免許証での運転を可能にするほか、訪問した隊員が事

件・事故を起こした場合、公務中以外は受入国側が裁判権を持つこととされて

いる5。 

自衛隊とオーストラリア軍間の共同訓練・演習は近年の日豪間の戦略・安全

保障関係の深化と歩を同じくして実績を積み重ねており、コロナ禍となった２

０２０年以降においても１４回を数えている6。「日豪円滑化協定」の内容は、自

衛隊とオーストラリア軍が共同訓練や災害対応などで互いに訪問する都度、個

別に調整を行っていた取決を取りまとめたものであり、自衛隊とオーストラリ

ア軍の協力実績の結晶ともいえる。 

このように、「日豪円滑化協定」は、これら法的地位や手続などの取決めをあ

らかじめ包括的に定めることにより、自衛隊とオーストラリア軍双方の円滑な

部隊運用促進を図る協定であり、自衛隊とオーストラリア軍双方の相手国内に

おける「地位協定」といってもよいだろう。 

オーストラリアは、この種の協定を複数国と締結しているが、我が国にとっ

ては、１９６０年に締結した日米および国連軍地位協定を除けばこれが初めて

のこととなる7。 
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 自衛隊が海外派遣される際、相手国との間で地位協定に相当する外交文書を取り交わし



 

「日豪円滑化協定」の内容自体は、これまで積み重ねられてきた自衛隊とオ

ーストラリア軍の関係を劇的に変えるものではないものの、我が国にとっては、

米国以外の諸外国との防衛協力をより強化する象徴といった意味合いを持つ。 

モリソン首相が語ったように、「日豪円滑化協定」は日豪２国間の戦略・安全

保障関係の「新たな章」であるのみならず、我が国の防衛協力史にとっても「新

たな章」を切り開いた嚆矢といえるだろう。 

 

（幹部学校運用教育研究部ロジスティクス研究室 石原明徳） 

（本コラムに示された見解は、幹部学校における研究の一環として発表する執

筆者個人のものであり、防衛省、海上自衛隊の見解を表すものではありません。） 
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